
野田市（水）公告第２０号

制限付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１６７条の６第１項の規定により、別紙のとおり公告する。

　令和７年８月１日

野田市水道事業管理者　　中沢　哲夫

・東金野井浄水場　計装盤更新工事

・中根配水場　監視カメラ更新工事（敷地裏）

・中根配水場　遠方監視装置更新工事（浄水施設）



東金野井浄水場　計装盤更新工事

公告日　令和 7年 8月 1日
１　工事の概要
(1)工事名 東金野井浄水場　計装盤更新工事

(2)工事場所 野田市東金野井 850 番地の 1

(3)工期 契約の翌日から令和 8年 3月 20 日まで

(4)工事番号 令和 7年度　資建第 17号

(5)概要 計装盤　　　１面
既設監視制御盤機能増設　　　１式
既設計装変換器盤機能増設　　　１式
既設インターフェイス（１）盤機能増設　　　１式
既設インターフェイス（２）盤機能増設　　　１式
既設入出力継電器盤機能増設　　　１式
既設シーケンサ盤機能増設　　　１式
既設ローカル計装盤機能増設　　　１式

(6)入札方法 本入札は、「ちば電子調達システム」を使用して、電子入札の方法により入
札参加資格の確認を開札後に行う方式（事後審査方式）で執行する。落札者
の決定に当たっては、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札候補者
を決定する総合評価方式による。

２　入札参加資格
入札に参加する資格を有する者は、この公告の日から落札者決定の日まで次の要件を全て満た

す者とする。

(1)基本的要件 ①野田市入札参加資格業者名簿（建設工事）に登載されている者

②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１
６７条の４第１項の規定に該当しない者

③政令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められた者にあっ
ては、当該事実があった日から３年を経過している者

④野田市水道事業建設工事等請負業者等指名停止措置要綱（平成５年７月２８
日制定）に基づく指名停止措置を受けていない者

⑤野田市水道事業建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１９年５月２８日制
定）に基づく指名除外を受けていない者

⑥手形交換所により取引停止処分を受けたときは、停止処分を受けてから２年
間が経過している者

⑦入札日前６月以内に手形又は小切手が不渡りとなっていない者

⑧会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用申請をしたときは、同法に
基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされている者及び民事再生法（平
成１１年法律第２２５号）の適用申請をしたときは、同法に基づく裁判所か
らの再生手続開始決定がなされている者

(2)工事種目 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により次の許可を受け
ている者

工　　種：電気工事
許可区分：一般建設業又は特定建設業

・発注者から直接工事を請け負い、そのうち下請契約の合計額が 5,000万円
（建築一式工事の場合は 8,000万円）以上となる場合は、特定建設業の許
可が必要となる（建設業法第１６条）。

　
野田市入札参加資格業者名簿（建設工事）に「電気工事」で登載されている
こと。

(3)総合評定値 上記の工事種目における経営事項審査の総合評定値（Ｐ点）が次の点数以上
の者（建設業法第２７条の２９第１項）
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総合評定値：　      750          点以上  

(4)地域要件 千葉県内に本店又は年間代理人を置く支店がある業者

(5)施工実績 公告日前 5年の間に国内で、計画 1日最大給水量 16,000㎥/日以上を有す上水
道施設（浄配場又は配水場）において、電気設備の工事を元請として施工・
完了した実績を有すること

施工実績：      1,000          万円以上（契約          1          件当たり）  

(6)配置予定技

術者

工事種目において、次の資格を有する者を技術者として配置できる者

配置予定技術者：主任技術者又は監理技術者
専任：有

※公告日において３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限
る。

※発注者から直接工事を請け負い、そのうち下請契約の合計額が 5,000万円
（建築一式工事の場合は 8,000万円）以上となる場合は、監理技術者を配
置しなければならない（建設業法第２６条第２項）。

　

(7)公契約条例 本件は、野田市公契約条例第４条第１号に規定する公契約に該当するため、
入札に参加するものは、条例に基づく必要な事務手続きを行うこと。
「公契約条例に係る特記事項」及び「公契約条例の手引き※」参照のこと

※　
https://www.city.noda.chiba.jp/jigyousha/nyusatsu/1000712.html

３　総合評価に関する事項

(1) 落札者の決

定方法

入札参加者は「価格」及び「企業の施工能力」、「配置予定技術者の能力」、

「企業の社会性・信頼性」、「企業の社会貢献度等」をもって入札に参加し、次

の要件に該当する者のうち、「(2)総合評価の方法」によって得られた数値（以

下「評価値」という。）の最も高い者を落札候補者とし、資格審査を経て落札者

と決定する。

要件：入札価格が予定価格の制限の範囲内であること

(2) 総合評価の

方法

①評価値は、入札書が無効でない者について、次の算式（加算方式）により算定

する。

評価値＝価格評価点＋技術評価点

②価格評価点は、入札参加者が申込みをした入札額に基づき、次の算式により算

定する。小数以下は第３位を切り捨てして小数第２位まで算出する。

価格評価点＝１００  ×  最低入札額  ÷  入札額  

③技術評価点は、入札参加者の評価項目の得点とする。

技術評価点＝入札参加者の評価項目の得点

④技術評価は、下記の評価項目について評価を行う。

 (ア)企業の施工能力

 (イ)配置予定技術者の能力

 (ウ)企業の社会性・信頼性

 (エ)企業の社会貢献度等

※評価項目の詳細は「入札説明書」による。

４　入札手続等

(1)設計図書等

の閲覧

ちば電子調達システムの入札情報サービス（以下「入札情報サービス」とい
う。）に掲載する。
（閲覧期間）　この公告の日から開札の日まで

(2)入札参加申 入札に参加を希望する者は、「制限付一般競争入札参加申請書」及び「公契
約条例に関する誓約書」に必要事項を記入し、ちば電子調達システムの電子
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請 入札システム（以下「電子入札システム」という。）の添付機能を利用して
電子ファイルで提出すること。
「公契約条例に関する誓約書」の提出が無い入札は無効となる。

（入札参加申請受付期間）

令和          7          年          8          月          1          日（金）午前          8          時          30          分から  

令和          7          年          8          月          8          日（金）午後          1          時          00          分まで  

(3)競争参加資

格確認通知

入札参加申請をした者には、電子入札システムにより競争参加資格確認通知
書を送付する。
ただし、入札参加資格は開札後に審査するため、競争参加資格確認通知書が
送付された場合であっても、入札参加資格を有すると確認したものではな
い。
入札参加資格の確認は、開札終了後に落札候補者を指定して行う。

(4)質疑 設計図書等について質問がある場合は、「質疑書」（指定様式）を野田市水
道部業務課財務係へファックスで送付し、送付した旨を電話で連絡するこ
と。

① 質疑受付期限
締切日時：令和          7          年          8          月          12          日（火）午後          1          時          00          分まで  

②ファックス
　　０４      -      ７１２４      -      ３３６２  

③回答方法

質疑書の提出等があった場合に、質疑受付期限の原則翌日(土・日曜日、祝

日は除く)の午後５時までにファックスにて送付する。

※申請書に記載された担当者宛にファックスする。
(5)評価項目に
関する資料の提
出

評価項目に関する資料は、指定の様式を使い添付資料に添えて、水道部業務
課財務係へ持参により提出すること。
①         提出期限：令和          7          年          8          月          8          日（金）午後          1          時          00          分まで  
②         提出先  ：野田市水道部          2          階業務課財務係  

(6)入札書の提

出方法

①入札書の提出
入札参加者は、電子入札システムにより、入札金額を入力し提出すること。
入札書の受付締切後は、いかなる場合においても入札書を受け付けない。ま
た、入札書を提出した後は、入札書の書換え、引換え又は撤回をすることは
できない。

（入札書受付期間）

令和          7          年          8          月          14          日（木）午前          8          時          30          分から  
令和          7          年          8          月          20          日（水）午後          5          時          00          分まで  

　
②記載金額
契約金額は、入札書に記載された額に当該金額の１００分の１０に相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額
を切り捨てた金額）とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の
１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

③注意事項
入札書の提出後、入札金額の入力誤り等により入札を辞退したい場合は、開
札日時までに、電話等で入札を辞退する旨を業務課財務係へ連絡の上、辞退
届を持参により提出すること。　
なお、落札決定後に当該契約を辞退する場合は、原則として、指名停止措置
が講じられるので注意すること。

(7)工事内訳書 入札に当たっては、入札書記載金額の内訳として、工事内訳書を作成し、電

子入札システムの添付機能を利用して提出すること。

工事内訳書の提出が無い入札、工事内訳書に商号又は名称、代表者氏名、工

事名、工事場所の記載が無い入札、工事内訳書の合計金額と入札書の金額が

異なる入札は無効となる。

また、再度入札においても同様とする。

(8)入札辞退 入札参加申込をした後で、やむを得ない事情により入札に参加しない場合
は、次の方法により辞退届を提出すること。
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①入札書受付期間前は、辞退届を業務課財務係へ持参により提出すること。

②入札書受付期間中は、辞退届を電子入札システムにより提出すること。

③入札書受付期間後、開札日時までは、電話等で入札を辞退する旨を業務課財
務係へ連絡の上、辞退届を業務課へ持参により提出すること。　

辞退届には、「自社都合」や「社内で検討した結果」等の不明確な理由では
なく、より具体的な理由を記載すること。
なお、入札参加者は辞退届を提出した後は、これを撤回することはできな
い。

５　開札の執行

(1)開札 ①開札日時

　　令和          7          年          8          月          21          日（木）午前          9          時          00          分  

②開札場所

　　野田市水道部          2          階小会議室  

(2)開札時の立

会い

入札参加者が開札の立会いを希望する場合は、開札日前日(土･日曜日、祝日

を除く）の午後５時までに業務課財務係に電話により連絡すること。

なお、代表者又は受任者以外の者が立ち会う場合は、立会委任状を開札時に

提出すること。

(3)落札候補者 開札後速やかに落札決定基準により評価値を算出し、最も評価値の高い入

札参加者を落札候補者として決定する。なお、落札候補者となる見込みの

者にはその旨を連絡する。

ただし、低入札価格調査基準価格を下回った場合はこの限りではない。

(4) 入札参加
資格確認書

落札候補者となる見込みの者は、その旨の連絡を受けた日の翌日(土･日曜
日、祝日を除く）までに「制限付一般競争入札参加資格確認書」を業務課財
務係へ持参により提出すること。

(5)落札者の決

定

落札候補者について、「制限付一般競争入札参加資格確認書」により資格審
査を行い、入札参加資格要件に適合しているときに落札者と決定し、電子入
札システムにより落札者決定通知書を送付する。
適格者とならなかったときはその旨を通知するが、その場合は書面により説
明を求めることができる。通知日から３日以内(土･日曜日、祝日を除く）に
業務課財務係に請求すること。

６　その他

(1)予定価格
落札者の決定後に公表

(2)保証金 ①入札保証金：免除

②契約保証金：納付
契約保証金の額は、契約金額の１０分の１以上とする。ただし、低入札価格
調査基準価格を下回った金額で落札者となった場合は、１０分の３以上とす
る。
なお、次のいずれかの方法により保証をとること。

(ア)金融機関又は保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付にかえるこ
とができる。

(イ)公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は契約保証金を免除する。

(ウ)現金又は担保としての有価証券

※詳細は指示書で確認すること。

(3)前払金・中 ①前払金
契約金額が５００万円以上（市内に本店を有する事業者にあっては、請負代
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間前払金・部分

払

金額が２００万円以上）のとき、契約金額の４０％以内で支払うものとす
る。

②中間前払金
以下の要件を全て満たしている場合に、契約金額の２０％以内で支払うもの
とする。
（１）当初の前払金の支払を受けていること。
（２）工期の２分の１を経過していること。
（３）工程表における工期の２分の１を経過するまでに実施すべき作業が行

われていること。
（４）工事の出来高が請負金額の２分の１以上に達していること。

③部分払

出来高の９０％（前払金を含む）以内で、契約金額が５００万円以上のとき

は２回以内とする。

※契約締結前に中間前払金と部分払のどちらかを選択し、契約締結後は変更す

ることはできない。

(4)電子くじ 落札候補者となるべき同価格の入札参加者が２者以上あるときは、電子入札

システムにより電子くじを実施する。

(5)再度入札等 ①再度入札

開札した場合において、各人の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価格の

入札がないときは、電子入札による再度入札を行うこととし、初回の入札に

おいて有効な入札をした者に対し、再入札通知書を送付する。

なお、再度入札の回数は１回とする。

②見積り合わせ

再度入札においても予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、再

度入札で評価値が最も高い者と電子入札システムにより見積り合わせを行う

こととし、見積依頼対象者に見積依頼通知書を送付する。ただし、見積書を

徴することが適切でないと認められる場合はこの限りではない。

見積依頼対象者は、見積書提出意思がある場合は、見積書の提出を行うこと

とし、意思がない場合は、辞退届を提出すること。

見積書の提出は２回までとし、２回目の見積額でも予定価格の制限の範囲内

に達しなければ、当該入札は不調とする。

(6)低入札価格

調査制度

本入札は、地方自治法施行令第１６７条の１０第１項又は第１６７条の１０
の２第２項に規定する低入札価格調査の基準として「野田市水道事業低入札
価格調査実施要領」を適用する。なお、低入札価格調査基準価格は公表す
る。

（ア）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者がいる場合は本入札

を保留とし、入札参加者には後日結果を通知する。

（イ）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者は、最低入札者で

あっても必ずしも落札者とならない場合がある。

（ウ）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者は、事後の事情聴取

に協力すること。

（エ）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者のうち、入札書に合

わせて提出した工事内訳書にある各項目（直接工事費、共通仮設費、現

場管理費、一般管理費）の額のいずれかが「野田市水道事業低入札価格

調査実施要領」に定める失格基準価格を下回った者は失格とする。

※詳細は野田市水道部ホームページを参照すること。

[野田市役所ホームページ]→[野田市水道部]→「入札・契約情報」の

[入札に関する書類（様式）及び要綱等]→[野田市水道事業低入札価格調
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査実施要領]

(7)紙入札での

参加

①入札参加申請
紙入札業者として参加する場合の条件を満たす場合には、紙入札での参加を
認める。
その場合、入札参加申請受付期間中に「制限付一般競争入札参加申請書」及
び「紙入札方式参加届出書」を業務課財務係へ持参により提出すること。な
お、紙入札業者として入札参加申込をした後、電子入札へ切替することはで
きない。

②入札書等の提出
　紙入札業者として入札に参加することが認められた場合は、次により入札書
等を提出するものとする。

（ア）入札書及び工事内訳書を封入の上、入札書受付期間中に業務課財務係へ
持参により提出すること。

（イ）封筒表面に工事名、工事場所、入札参加者の住所、商号又は名称を記入
し、「入札書在中」と朱書きすること。

（ウ）別途指定がある場合は、それに従うこと。

(8)留意事項 ①無効な入札
（ア）入札に参加する資格を有しない者のした入札
（イ）制限付一般競争入札参加資格確認書等の提出した資料に虚偽の記載を

行った者のした入札
（ウ）明らかに連合であると認められる入札
（エ）電子認証書を不正に使用した入札
（オ）入札書の金額が０円の入札
（カ）再度入札における入札金額が、初回の最低入札金額以上の入札
（キ）工事内訳書の提出が無い入札、工事内訳書に商号又は名称、代表者氏

名、工事名、工事場所の記載が無い入札、工事内訳書の合計金額と入札
書の金額が異なる入札

（ク）期限までに制限付一般競争入札参加資格確認書を提出しなかった落札候
補者のした入札

（ケ）電子入札の案件に紙入札で参加するものにあっては、前各号のほか次の
いずれかに該当する入札
・記名押印を欠く入札
・金額を訂正した入札
・誤字、脱字等により意思表示が不明瞭な入札
・委任状にある受任者以外の代理人がした入札

（コ）その他入札に関する条件に違反した入札

②入札の取りやめ等
野田市水道部の都合により、又は入札を公正に執行することができないと認
められるときは、入札執行の延期、又は入札の執行を取りやめることがあ
る。この場合、入札参加者は異議を申し立てることはできない。

③異議申し立て

入札をした者は、入札後、設計図書等についての不明を理由として異議を申

し立てることはできない。

④配置予定技術者
制限付一般競争入札参加資格確認書に記載する配置予定技術者については、
他の入札の関連などで、複数の配置予定技術者とすることは認めない。ま
た、原則やむを得ぬ事由と水道部が認める場合以外は、配置予定技術者の変
更はできない。

⑤その他　
（ア）現場説明会は、実施しない。
（イ）入札参加者は、落札候補者となった場合に翌日までに制限付一般競争入

札参加資格確認書を提出することになるので、事前に提出書類等を準備
しておくこと。

（ウ）入札に必要な書類（指定様式）は、入札情報サービス又は野田市水道部
ホームページより入手すること。

（エ）入札参加者は、野田市電子入札約款、野田市電子入札システム等運用基
準を熟読し、入札に参加すること。

(9) 問合せ先 野田市　水道部　業務課　財務係
住　所：野田市中根３２４番地
電　話：０４－７１２４－５１４５
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入　札　説　明　書

野田市水道事業の次の工事にかかる公告に基づく制限付一般競争入札については、関係法

令等に定めるもののほか、落札者決定基準等を含めてこの入札説明書によるものとする。

１　公告日　令和7年8月1日

２　工事概要

(1)件名　　東金野井浄水場　計装盤更新工事

(2)場所　　野田市東金野井850番地の1

(3)工期　　契約の翌日から令和8年3月20日まで

(4)番号　　令和7年度　資建第17号

(5)入札方法　

本入札は、「ちば電子調達システム」を使用して、電子入札の方法により入札参加

資格の確認を開札後に行う方式（事後審査方式）で執行する。落札者の決定に当た

っては、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札候補者を決定する総合評価

方式による。

３　落札者決定基準

(1)入札の評価に関する基準は「８　入札の評価に関する基準」のとおりとする。

(2)落札候補者の決定方法

入札参加者は「価格」及び「企業の施工能力」、「配置予定技術者の能力」、「企業の社会

性・信頼性」、「企業の社会貢献度等」をもって入札に参加し、入札価格が予定価格（消

費税相当額を除く。以下同じ）の制限の範囲内である者のうち、「(3)総合評価の方法」

によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札候補者とする。

ただし、落札候補者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内

容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を

締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当で

あると認められるときは、予定価格の制限の範囲で入札した他の者のうち評価値の最

も高い者を落札候補者とすることがある。

落札者の決定は、落札候補者の入札参加資格審査を経て決定する。

(3)総合評価の方法

①評価値算定方式　加算方式

②評価値算定方法

入札書が無効でない者及び入札価格が予定価格の制限の範囲内にある者について、

価格評価点と技術評価点を合算して、評価値を算出するものとし、次の算式により算

定する。

評価値は、小数点以下第２位まで算出する。

評価値＝価格評価点＋技術評価点

ア．価格評価点は、入札参加者が申込みをした入札額に基づき、次の算式により算定

する。少数以下は第３位を切り捨てして少数第２位まで算出する。

価格評価点＝１００×最低入札額÷入札額

イ．技術評価点は、入札参加者の評価項目の得点とする。

技術評価点＝入札参加者の評価項目の得点

４　低入札価格調査制度における失格基準について

1



入札価格が低入札価格調査基準価格を下回ったときに、入札書に合わせて提出した工

事内訳書にある各項目（直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等）の額のい

ずれかが、「野田市水道事業低入札調査実施要領」で定める額に満たないときは失格とす

る。

５　配置予定技術者について

同じ公告日の総合評価方式による制限付一般競争入札において、技術者の専任を要す

る入札案件に複数参加申込みをする場合の配置予定技術者の取扱いについては次のとお

りとする。

(1)複数の案件に申込みをするに当たり事前に提出する技術評価における資料について、

同じ配置予定技術者とすることは可能とする。

(2)入札執行後、入札執行順に落札候補者を決定し、落札候補者となった時点で同じ技術

者を配置予定技術者としているその他の入札については失格とする。（評価値の算出

はしない。）

(3)資格確認審査の結果、落札候補者が資格要件を満たしていれば落札者となるが、資格

要件を満たしていない場合は失格とする。なお、この場合上記(2)で既に失格となった

入札について、失格の取り消しはしない。

６　技術評価における資料の作成及び提出について

(1)作成方法

①下表の書類を作成し、各様式に記載してある添付資料と共に提出すること。

様式番号 様式名称

第1号様式の2 評価値算定資料提出書

第7号様式の2 企業の施工能力

第8号様式の2 配置予定技術者の能力

第 9号様式の2 企業の社会性・信頼性（その１）

第10号様式 企業の社会性・信頼性（その２）

第12号様式 企業の社会貢献度等（その２）

- 自己評価書（最終ページ参照）

※第2号様式～第 6号様式及び第11号様式の提出は不要。

②評価値算定資料は、様式番号の順番に綴じて提出すること。

③評価値算定資料は、それぞれの様式に記載してある注意事項を熟読し、記入漏れや記

載誤り等のないように作成すること。

④記載した内容を確認する書類として、それぞれの様式に記載してある証明書等を付

けること。添付資料がなく、評価内容の確認ができない場合は評価しない。

⑤必要な様式は、野田市水道部ホームページ（入札に関する書類（様式）及び要綱

等）からダウンロードして使うこと。

 (2)提出方法

①資料は、公告に設けてある締切までに提出すること。締切期限までに提出されないと

きは失格とする。

②原則として提出後の訂正、差替えはできない。

７　入札参加資格確認書の記入及び添付資料の省略

落札候補者となった者が提出する「入札参加資格確認書」において、施工実績などとし

て評定値算定資料に記載し資料も合わせて提出している場合には、入札参加資格確認書

にはその旨を記入し、添付資料等の提出は省略することができる。

2



８　入札の評価に関する基準

項　　　目 選　択　区　分 配点 合計
(最高得点)

(

1
)
企
業
の
施
工
能
力

過去10年間の同種工事
の施工実績(元請による
実績)

公共工事として実績あり 4

8

公共工事以外で実績あり 2

同種工事の実績なし 0

過去2か年度以降の類似
工事における工事成績
の点数

80点以上 4

75点以上80点未満 3

70点以上75点未満 2

65点以上70点未満又は成績なし 0

65点未満 -1
過去2か年度以降の低入
札価格調査制度の適用

低入札価格調査制度で調査の結果落札者とならなかった
ことがある

-2

低入札価格調査制度で調査の結果落札者となったが､工事
成績が標準点(65点)を下回ったことがある

-1

低入札価格調査制度で調査の結果落札者となったが､工事
成績が標準点(65点)以上だったことがある､又は低入札価
格調査制度の調査対象となったことがない

0

(2
)
配
置
予
定
技
術
者
の
能

過去10年間の同種工事
における主任(監理)技
術者としての施工経験

野田市水道事業又は野田市発注の施工経験があり 4

7

野田市水道事業又は野田市以外の発注の施工経験があり 2

実績なし 0

過去2か年度以降の類似
工事において従事した
工事の工事成績

75点以上 2

65点以上75点未満又は成績なし 0

65点未満 -1

継続教育(CPD)の取組状
況

取り組みあり 1

取り組みなし 0

(

3
)
企
業
の
社
会
性･
信
頼
性

過去2年間の指名停止措
置の状況

指名停止 -4

6

文書注意等 -2

該当なし 0
ISO取得状況 ISO9000シリーズ及びISO14001の両方 2

ISO9000シリーズ又はISO14001のいずれか 1

なし 0
災害協定等の締結の有
無と過去2か年度以降に
おける出動実績

協定等に基づく出動実績あり 2

締結しているが出動実績なし 1

なし 0
建設業労働災害防止協
会の加入

加入している 1

加入していない 0
営業拠点（本店）の所
在地

野田市内に本店あり 1

野田市外に本店あり 0

(
4
)
企
業
の
社
会
貢
献
度
等

障がい者の雇用 雇用している 2

6

雇用していない 0
高年齢者の雇用 雇用の状況あり 1

雇用の状況なし 0
女性の雇用 雇用の状況あり 1

雇用の状況なし 0
過去3か年度のボランテ
ィア活動の有無

実績あり 1

実績なし 0
協力雇用主の登録の有
無

登録あり 1

登録なし 0
配点合計（最大得点） 27
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９　特別簡易型の評価項目の説明

(1)企業の施工能力

過去10年間の同種工事の施工実績(元請による実績)

・同種工事を元請けとして施工した実績(共同企業体の構成員の場合は出資比率 20%以上)により評
価する。

・1件当たり契約額 1,000万円以上が対象

【定義】

・過去10年間：入札公告日前の 10年間。完了日が 10年間に含まれること。

・同種工事：電気工事を同種工事とする。

・公共工事：国の各省庁、独立行政法人等(公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施

行令第1条に規定する機関及び準ずる機関)、都道府県、道路公社、まちづくり公社、政令指定都市、

市区町村、公営企業等が発注した工事とする。

過去2か年度以降の類似工事における工事成績の点数

・入札参加者の過去の工事成績(共同企業体の構成員の場合は出資比率 20%以上)の最高点により評
価する。

・野田市水道事業又は野田市が発注した工事のうち請負金額が500万円以上のものが対象

【定義】

・過去2か年度以降：令和5年4月1日から入札公告日まで。完了日がこの期間に含まれるもの。

・類似工事：建設業法で定める、電気工事を類似工事とする。よって、それらすべての工事の成績評

定点が対象となる。

・工事成績：野田市水道部工務課又は野田市総務部工事検査担当で評価した成績評定点

過去2か年度以降の低入札価格調査制度の適用

・野田市水道事業又は野田市発注工事における低入札価格調査制度の適用状況により評価する。

【定義】

・過去2か年度以降：令和5年4月1日から入札公告日まで。

・適用判断日：低入札価格調査制度の適用となった入札日が上記期間に含まれているとき。

(2)配置予定技術者の能力

過去10年間の同種工事における主任(監理)技術者としての施工経験

・同種工事を元請けの主任技術者、監理技術者として施工した経験(共同企業体の構成員の場合は出

資比率 20%以上)により評価する。
・1件当たり契約額 1,000万円以上が対象

【定義】

・過去10年間：入札公告日前の10年間。完了日が10年間に含まれること。

ただし、工期途中で交代した場合は、その従事期間が全体の期間の50%以上となっていること。

・同種工事：電気工事を同種工事とする。

過去2か年度以降の類似工事において従事した工事の工事成績

・配置予定技術者が、過去に従事した類似工事の工事成績(共同企業体の構成員の場合は出資比率

20%以上)の最高点により評価する。

・野田市水道事業又は野田市が発注した工事のうち請負金額が500万円以上のものが対象

【定義】

・過去2か年度以降：令和5年4月1日から入札公告日まで。完了日がこの期間に含まれるもの。

・類似工事：建設業法で定める、電気工事を類似工事とする。よって、それらすべての工事の成績評

定点が対象となる。

・工事成績：野田市水道部工務課又は野田市総務部工事検査担当で評価した成績評定点
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継続教育(CPD)の取組状況

・継続教育を実施している団体等が発行する学習履歴証明を以てこれを認めるものとする。

・当該工事に係る国家資格の継続教育に限って評価する（各団体推奨単位を取得していること）。

・証明書は、証明期間の最終日が、公告の日から遡って1年前から総合評価方式の評価項目資料の提

出期限までのものを有効とする。

・CPD(Continuing Professional Development)制度(継続能力開発制度)とは、技術者として自己の専

門的な能力の向上を図るために、自らカリキュラムに取り組み学習する制度である。

 (3)企業の社会性・信頼性

過去2年間の指名停止措置の状況

・野田市水道事業又は野田市における指名停止等の措置の有無について評価する。

【定義】

・過去2年間：入札公告日前の2年間

・適用判断日：指名停止期間のうち1日でも上記期間に含まれているとき又は文書注意日が上記期

間に含まれているとき。

・文書注意等には口頭注意を含む。

ISO取得状況

・ISO9000シリーズ及び ISO14001の取得状況を評価する。

災害協定等の締結の有無と過去2か年度以降における出動実績

・地震、風水害、その他の災害応急対策又は漏水に係る緊急時の対応に関して、野田市水道事業又は

野田市との協定又は契約の締結の有無と出動実績を評価する。

・入札公告日において締結しており、現在(評価項目資料提出期限日)も締結している場合についての
み評価する。

【定義】

・過去2か年度以降：令和5年4月1日から入札公告日まで。

建設業労働災害防止協会の加入

・建設業労働災害防止協会の加入の有無を評価する。

・入札公告年度の建設業労働災害防止協会加入証明書の写しを添付すること。

営業拠点（本店）の所在地

・営業拠点の所在地により評価する。

【定義】

・営業所や支店は含まず本店のみを対象とするが、登記上の所在地と実際の本店の所在地が異なると

きは、その相違の理由を提出すること。理由書により判断する。

(4)企業の社会貢献度等

障がい者の雇用

・現在（評価項目資料提出期限日）の障がい者の雇用の状況について評価する。なお、評価項目資料

提出後提出期限日までに雇用した場合は、提出資料の修正をする。

【定義】

・｢雇用している｣とみなすのは、「障害者雇用促進法」に定める法定雇用率に相当する数以上の障が

い者を雇用しているか、法の適用を受けない者については1人以上の障がい者を雇用していると

き。

・上記以外は｢雇用していない｣とする。
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高年齢者の雇用

・現在(評価項目資料提出期限日)の高年齢者の雇用の状況について評価する。なお、評価項目資料提

出後提出期限日までに退職等により雇用の状況が変わった場合は、提出資料の修正をする。

【定義】

・｢雇用の状況あり｣とは、高年齢者を従業員として、入札公告日の1年以上前から雇用し、現在も雇用

しているときとする。

・｢高年齢者等の雇用の安定等に関する法律｣第９条第１項に定める 65歳以上の者の雇用を評価す

る。

なお、入札公告日で満65歳以上となっていること。

・従業員：正規雇用の社員を指し、会社法に規定する役員（取締役、会計参与及び監査役をいう）は

含めない。正規雇用の社員とは、雇用期間の定めがない労働者であり、会社等が定める所定労働時

間（フルタイム）で従事する労働者とする。

女性の雇用

・現在(評価項目資料提出期限日)の女性の雇用の状況について評価する。なお、評価項目資料提出後

提出期限日までに退職等により雇用の状況が変わった場合は、提出資料の修正をする。

【定義】

・｢雇用の状況あり｣とは、女性を従業員として、入札公告日の1年以上前から雇用し、現在も雇用して

いるときとする。

・従業員：正規雇用の社員を指し、会社法に規定する役員（取締役、会計参与及び監査役をいう）は

含めない。正規雇用の社員とは、雇用期間の定めがない労働者であり、会社等が定める所定労働時

間（フルタイム）で従事する労働者とする。

過去3か年度以降のボランティア活動の有無

・ボランティア活動の有無を評価する。

【定義】

・過去3か年度：令和4年4月1日から入札公告日まで。

・ボランティア活動：公共の場において、会社として行った美化活動等を指し、会社の協賛や寄附行

為、社員個人の活動は含まない。

・実績を証明できる資料を添付すること。実績を証明できる資料とは、新聞記事、地域情報誌の写し、

感謝状、表彰状等の類、社内報告書などの活動実績が分かる書類とし、作成者は当事者、第三者の別

は問わない。ただし、実施時期、実施内容、会社名が明確であるものとする。

なお、提出された資料に虚偽が明らかとなった場合は、ペナルティーを課すことになる。

協力雇用主の登録の有無

・協力雇用主の登録の有無を評価する。

【定義】

・「登録あり」とは、入札公告日前に、協力雇用主として保護観察所に登録があり、現在（評価項目資

料提出期限日）においても登録があるときとする。なお、雇用の有無は問わない。

・協力雇用主：犯罪・非行の前歴のために定職に就くことが容易でない保護観察者等を、その事情を

理解した上で雇用し、改善更生に協力する事業主のことをいう。

6



自己評価書（工事名：東金野井浄水場　計装盤更新工事）
商号又は名称　　　　　　　　　　　　

項　　　目 選　択　区　分 配点 該当

(

1
)
企
業
の
施
工
能
力

過去10年間の同種工事
の施工実績(元請による
実績)

公共工事として実績あり 4

公共工事以外で実績あり 2

同種工事の実績なし 0

過去2か年度以降の類似
工事における工事成績
の点数

80点以上 4

75点以上80点未満 3

70点以上75点未満 2

65点以上70点未満又は成績なし 0

65点未満 -1
過去2か年度以降の低入
札価格調査制度の適用

低入札価格調査制度で調査の結果落札者とならなかったこ
とがある

-2

低入札価格調査制度で調査の結果落札者となったが､工事成
績が標準点(65点)を下回ったことがある

-1

低入札価格調査制度で調査の結果落札者となったが､工事成
績が標準点(65点)以上だったことがある､又は低入札価格
調査制度の調査対象となったことがない

0

(2
)
配
置
予
定
技
術
者
の

過去10年間の同種工事
における主任(監理)技
術者としての施工経験

野田市水道事業又は野田市発注の施工経験があり 4

野田市水道事業又は野田市以外の発注の施工経験があり 2

実績なし 0
過去2か年度以降の類似
工事において従事した
工事の工事成績

75点以上 2

65点以上75点未満又は成績なし 0

65点未満 -1
継続教育(CPD)の取組状
況

取り組みあり 1

取り組みなし 0

(

3
)
企
業
の
社
会
性･
信
頼
性

過去2年間の指名停止措
置の状況

指名停止 -4

文書注意等 -2

該当なし 0
ISO取得状況 ISO9000シリーズ及びISO14001の両方 2

ISO9000シリーズ又はISO14001のいずれか 1

なし 0
災害協定等の締結の有
無と過去2か年度以降に
おける出動実績

協定等に基づく出動実績あり 2

締結しているが出動実績なし 1

なし 0
建設業労働災害防止協
会の加入

加入している 1

加入していない 0
営業拠点（本店）の所
在地

野田市内に本店あり 1

野田市外に本店あり 0

(
4
)
企
業
の
社
会
貢
献
度
等

障がい者の雇用 雇用している 2

雇用していない 0
高年齢者の雇用 雇用の状況あり 1

雇用の状況なし 0
女性の雇用 雇用の状況あり 1

雇用の状況なし 0
過去3か年度以降のボラ
ンティア活動の有無

実績あり 1

実績なし 0
協力雇用主の登録の有
無

登録あり 1

登録なし 0
合計

※自社が該当する項目にチェックをし、その他の提出書類と併せて提出すること。
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野田市公契約条例に係る特記事項

（工事又は製造の請負の契約・総合評価入札用）

　

当該工事は、野田市公契約条例（以下「条例」という）第４条に規定する公契約に該当するため、

入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）及び水道事業との間で契約を締結した者（以下

「受注者」という。）は、入札公告から工事完了までの期間において条例に基づく必要な事務手続

を行うこと。必要な事務手続の内容は、この特記事項及び野田市公契約条例の手引（以下「手引」

という。）に定める。必要な事務手続が行われない場合、入札は無効、契約締結後であれば契約を

解除するとともに指名停止を行う。

また、受注者及び下請負者（以下「受注者等」という。）に対して、条例の効果と条例で設定して

いる賃金水準の適正性を検証するため、条例の適用を受ける労働者（以下「適用労働者」とい

う。）の賃金について、契約締結前の賃金等の状況をはじめ、契約締結後に賃金が変動した場合に

はその理由についてヒアリング等の調査を行う。受注者は調査に協力するとともに、下請負者に対

しても協力するよう周知しておくこと。

（準備）

１　当該工事の入札参加者は、工事を施工するための受注体制を構築しておくこと。当該工事の一

部を下請負者に請け負わせることを予定している者は、下請負者を含めた受注体制の構築準備

をすること。

また、下請負者になる予定の者に対して、当該工事が条例の適用を受け、賃金等の最低額が決

められていること、適用労働者の賃金の確認に必要な「賃金台帳(写)」や「給与等の支払明細書

(写)」などの資料の提出があることについて説明し、承諾を得ておくこと。

（誓約書の提出）

２　入札参加者は、条例の規定を遵守する旨を記載した「公契約条例に関する誓約書」を入札参加

申請受付期間に提出しなければならない。提出がない入札は、無効とする。

（適用労働者への周知義務）

３　受注者は、全ての適用労働者に対して、「適用労働者の範囲」、「条例第６条第１項に規定する

賃金等の最低額」、「受注者等に条例違反があり、申出をする場合の連絡先」、「その申出をしたこ

とを理由として、解雇その他不利益な取扱いを受けないこと」を書面をもって周知しなければな

らない。

書面については、水道事業が作成し受注者に配付する。受注者は、当該書面を次のいずれかの

方法により周知を行うこと。

　・現場の見やすい場所に掲示又は備付けで行うときは、現場作業に着手したとき（現場事務所

を設置したときなど）から工事完了までの期間とする。

　・適用労働者へ配付するときは、最初に現場作業に従事するときまでに行う。



（適用労働者の承諾）

４　受注者は、適用労働者に対して、支払賃金を確認するため、「賃金台帳(写)」、「給与等の支払明

細書(写)」などのほか、支払賃金の確認に必要な資料を提出することについて、承諾を得ておく

こと。

また、下請負者があるときは、下請負者に対して、同様に適用労働者へ承諾を得ておくよう指

導すること。

（配置労働者報告書）

５　受注者は、適用労働者の支払予定賃金を記入した「配置労働者報告書」、「施工体系図」、「適用

労働者への周知書類(写)」、「就業規則又は労働条件を通知した書面(写)」を業務課へ提出する

こと。

配置労働者報告書の提出には、原則として「賃金台帳(写)」、「給与等の支払明細書(写)」等の

実際に支払われた１時間当たりの賃金等が明確となる資料（以下「確認資料」という。）の提出

は不要とする。ただし、水道事業が賃金を構成する手当等の区分を確認するために、当該工事請

負契約の締結前から雇用している適用労働者の確認資料の提出を求めることがある。

受注者は、下請負者があるときは、下請負者に関する配置労働者報告書、就業規則又は労働条

件を通知した書面(写)及び確認資料についても取りまとめの上、提出すること。

受注者の配置労働者報告書は、適用労働者が現場に従事するときに合わせて提出し、下請負者

の配置労働者報告書は、受注者が施工体制台帳を提出するときに合わせて提出すること。やむを

得ない理由がある場合を除いて、指定の時期に提出がなされない場合は、契約を解除するととも

に指名停止を行う。

（労働者支払賃金報告書・職種（普通作業員）の確認書の提出）

６　受注者は、適用労働者の従事日数、従事時間、実際に支払った１時間当たりの賃金などが確認

できる資料として、労働者支払賃金報告書（以下「賃金報告書」という。）及び確認資料を業務

課へ提出すること。

　　受注者は、適用労働者が職種及び市が定める賃金等の最低額を確認した資料として、職種（普

通作業員）の確認書（以下「確認書」という。）を業務課へ提出すること。

施工期間等に応じて、水道事業が賃金報告書及び確認書の作成及び提出時期を指定する。施工

期間が１２ヶ月を超える工事及び配置労働者に変更がある工事等において、水道事業が賃金報

告書及び確認書の作成時期や提出時期を別に指示した場合は、それに従うこと。

受注者は、下請負者があるときは、下請工事ごとの施工期間等に応じて、下請負者に関する賃

金報告書及び確認資料・確認書を取りまとめの上、提出すること。

やむを得ない理由がある場合を除いて、指定の時期に必要な賃金報告書及び確認資料・確認

書の提出がなされない場合は、契約を解除するとともに指名停止を行う。

（適用労働者の申出及び不利益な取扱いの禁止）

７　適用労働者は、受注者等が条例に違反したときは、水道事業管理者又は受注者等にその旨の申

出をすることができる。受注者等は、当該申出をした適用労働者に対して解雇その他不利益な取

扱いをしてはならない。



（報告書の請求及び立入検査）

８　水道事業管理者は、条例に定める事項の遵守状況を確認するため必要があると認めるときや

適用労働者から受注者等の条例違反について申出があった場合は、報告書の請求を行う。

提出された報告書でも履行状況が確認できないときは、立入検査を行う。

報告書あるいは立入検査の結果、受注者等の条例違反が明らかになった場合は、是正措置を命

じる。

（賃金支払義務）

９　受注者等は、適用労働者に対し、市が定める賃金等の最低額以上の賃金を支払わなければなら

ない。また、下請負者から支払われる適用労働者の賃金が、賃金等の最低額を下回ったときは、

その差額分について、受注者は、下請負者と連携して支払う義務を負う。

（契約解除等）

10　受注者等が次の(1)から(6)までのいずれかに該当すると認められるときは、契約を解除する

とともに指名停止を行う。

(1)提出しなければならない配置労働者報告書、賃金報告書、確認書その他の報告書及び確認資

料が期限までに提出されないとき。

(2)提出された配置労働者報告書、賃金報告書、確認書その他の報告書及び確認資料の内容が虚

偽であったとき。

(3)立入検査を拒んだり、妨げたり、若しくは忌避したとき。

(4)立入検査で質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。

(5)是正措置の命令に従わないとき。

(6)是正措置の報告をしないとき、又は虚偽の報告をしたとき。

受注者は、上記の事由による契約の解除によって、水道事業に損害が生じたときは、その損害

を賠償しなければならない。ただし、水道事業管理者がやむを得ない事由があると認めるときは、

この限りではない。

上記の事由により契約を解除した場合において、受注者等に損害が生じても、水道事業はその

損害を賠償する責任を負わない。

上記の事由により契約を解除したとき、又は工事完了後に条例の規定に違反したことが明ら

かになったときは、指名停止を行う。

（違約金）

11　水道事業管理者は、契約期間中に受注者等が条例の規定に違反していたことが明らかになっ

たときは、契約額の 10分の 1に相当する額を違約金として請求する。

また、工事完了後に条例に違反していたことが明らかとなったときは、契約額が１億円以上の

場合は契約額の 10分の 0.5に相当する額を、５千万円以上の場合は契約額の 10分の 0.7に相当

する額を、５千万円未満の場合は契約額の 10分の 1に相当する額を違約金として請求する。

（公表）

12　契約を解除したとき、又は工事完了後に条例の規定に違反したことが判明したときは、次の事



項を公表する。

(1)契約の名称

(2)契約を締結した年月日

(3)受注者等の氏名及び所在地（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名並びに事

務所の所在地）

(4)契約を解除した年月日及び理由

(5)工事完了後に条例の規定に違反したことが判明した場合は、その違反内容及びそれに対する

措置

（その他）

13　この特記事項及び手引に定めのない事項、又はこの契約について疑義が生じた事項について

は、必要に応じて協議して定めるものとする。



中根配水場　監視カメラ更新工事（敷地裏）

公告日　令和 7年 8月 1日
１　工事の概要
(1)工事名 中根配水場　監視カメラ更新工事（敷地裏）

(2)工事場所 野田市中根 324 番地　他

(3)工期 契約の翌日から令和 8年 3月 20 日まで

(4)工事番号 令和 7年度  資建第 18号

(5)概要 中根配水場
　・屋外監視カメラ　５台増設
　・既設制御盤　増設分取込
　・既設監視装置　増設分取込
上花輪浄水場

・既設監視装置　増設分取込
・無停電電源装置 5kVA　１台

(6)入札方法 本入札は、「ちば電子調達システム」を使用して、電子入札の方法により入
札参加資格の確認を開札後に行う方式（事後審査方式）で執行する。落札者
の決定に当たっては、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札候補者
を決定する総合評価方式による。

２　入札参加資格
入札に参加する資格を有する者は、この公告の日から落札者決定の日まで次の要件を全て満た

す者とする。

(1)基本的要件 ①野田市入札参加資格業者名簿（建設工事）に登載されている者

②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１
６７条の４第１項の規定に該当しない者

③政令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められた者にあっ
ては、当該事実があった日から３年を経過している者

④野田市水道事業建設工事等請負業者等指名停止措置要綱（平成５年７月２８
日制定）に基づく指名停止措置を受けていない者

⑤野田市水道事業建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１９年５月２８日制
定）に基づく指名除外を受けていない者

⑥手形交換所により取引停止処分を受けたときは、停止処分を受けてから２年
間が経過している者

⑦入札日前６月以内に手形又は小切手が不渡りとなっていない者

⑧会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用申請をしたときは、同法に
基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされている者及び民事再生法（平
成１１年法律第２２５号）の適用申請をしたときは、同法に基づく裁判所か
らの再生手続開始決定がなされている者

(2)工事種目 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により次の許可を受け
ている者

工　　種：電気工事
許可区分：一般建設業又は特定建設業

・発注者から直接工事を請け負い、そのうち下請契約の合計額が 5,000万円
（建築一式工事の場合は 8,000万円）以上となる場合は、特定建設業の許
可が必要となる（建設業法第１６条）。

　
野田市入札参加資格業者名簿（建設工事）に「電気工事」で登載されている
こと。

(3)総合評定値 上記の工事種目における経営事項審査の総合評定値（Ｐ点）が次の点数以上
の者（建設業法第２７条の２９第１項）

総合評定値：       650          点以上  
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(4)地域要件 千葉県内に本店又は年間代理人を置く支店がある業者

(5)施工実績 公告日前 5年の間に国内で、上水道施設（浄水場又は配水場）の監視等の電
気設備の工事を元請として施工・完了した実績を有すること

施工実績：      500          万円以上（契約          1          件当たり）  

(6)配置予定技

術者

工事種目において、次の資格を有する者を技術者として配置できる者

配置予定技術者：主任技術者又は監理技術者
専任：無

※公告日において３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限
る。

※発注者から直接工事を請け負い、そのうち下請契約の合計額が 5,000万円
（建築一式工事の場合は 8,000万円）以上となる場合は、監理技術者を配
置しなければならない（建設業法第２６条第２項）。

　

(7)公契約条例 本件は、野田市公契約条例第４条第１号に規定する公契約に該当するため、
入札に参加するものは、条例に基づく必要な事務手続きを行うこと。
「公契約条例に係る特記事項」及び「公契約条例の手引き※」参照のこと

※　
https://www.city.noda.chiba.jp/jigyousha/nyusatsu/1000712.html

３　総合評価に関する事項

(1) 落札者の決

定方法

入札参加者は「価格」及び「企業の施工能力」、「配置予定技術者の能力」、

「企業の社会性・信頼性」、「企業の社会貢献度等」をもって入札に参加し、次

の要件に該当する者のうち、「(2)総合評価の方法」によって得られた数値（以

下「評価値」という。）の最も高い者を落札候補者とし、資格審査を経て落札者

と決定する。

要件：入札価格が予定価格の制限の範囲内であること

(2) 総合評価の

方法

①評価値は、入札書が無効でない者について、次の算式（加算方式）により算定

する。

評価値＝価格評価点＋技術評価点

②価格評価点は、入札参加者が申込みをした入札額に基づき、次の算式により算

定する。小数以下は第３位を切り捨てして小数第２位まで算出する。

価格評価点＝１００  ×  最低入札額  ÷  入札額  

③技術評価点は、入札参加者の評価項目の得点とする。

技術評価点＝入札参加者の評価項目の得点

④技術評価は、下記の評価項目について評価を行う。

 (ア)企業の施工能力

 (イ)配置予定技術者の能力

 (ウ)企業の社会性・信頼性

 (エ)企業の社会貢献度等

※評価項目の詳細は「入札説明書」による。

４　入札手続等

(1)設計図書等

の閲覧

ちば電子調達システムの入札情報サービス（以下「入札情報サービス」とい
う。）に掲載する。
（閲覧期間）　この公告の日から開札の日まで

(2)入札参加申

請

入札に参加を希望する者は、「制限付一般競争入札参加申請書」及び「公契
約条例に関する誓約書」に必要事項を記入し、ちば電子調達システムの電子
入札システム（以下「電子入札システム」という。）の添付機能を利用して
電子ファイルで提出すること。
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「公契約条例に関する誓約書」の提出が無い入札は無効となる。

（入札参加申請受付期間）

令和          7          年          8          月          1          日（金）午前          8          時          30          分から  

令和          7          年          8          月          8          日（金）午後          1          時          00          分まで  

(3)競争参加資

格確認通知

入札参加申請をした者には、電子入札システムにより競争参加資格確認通知
書を送付する。
ただし、入札参加資格は開札後に審査するため、競争参加資格確認通知書が
送付された場合であっても、入札参加資格を有すると確認したものではな
い。
入札参加資格の確認は、開札終了後に落札候補者を指定して行う。

(4)質疑 設計図書等について質問がある場合は、「質疑書」（指定様式）を野田市水
道部業務課財務係へファックスで送付し、送付した旨を電話で連絡するこ
と。

① 質疑受付期限
締切日時：令和          7          年          8          月          12          日（火）午後          1          時          00          分まで  

②ファックス
　　０４      -      ７１２４      -      ３３６２  

③回答方法

質疑書の提出等があった場合に、質疑受付期限の原則翌日(土・日曜日、祝

日は除く)の午後５時までにファックスにて送付する。

※申請書に記載された担当者宛にファックスする。
(5)評価項目に
関する資料の提
出

評価項目に関する資料は、指定の様式を使い添付資料に添えて、水道部業務
課財務係へ持参により提出すること。
①         提出期限：令和          7          年          8          月          8          日（金）午後          1          時          00          分まで  
②         提出先  ：野田市水道部          2          階業務課財務係  

(6)入札書の提

出方法

①入札書の提出
入札参加者は、電子入札システムにより、入札金額を入力し提出すること。
入札書の受付締切後は、いかなる場合においても入札書を受け付けない。ま
た、入札書を提出した後は、入札書の書換え、引換え又は撤回をすることは
できない。

（入札書受付期間）

令和          7          年          8          月          14          日（木）午前          8          時          30          分から  
令和          7          年          8          月          20          日（水）午後          5          時          00          分まで  

　
②記載金額

契約金額は、入札書に記載された額に当該金額の１００分の１０に相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額
を切り捨てた金額）とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の
１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

③注意事項
入札書の提出後、入札金額の入力誤り等により入札を辞退したい場合は、開
札日時までに、電話等で入札を辞退する旨を業務課財務係へ連絡の上、辞退
届を持参により提出すること。　
なお、落札決定後に当該契約を辞退する場合は、原則として、指名停止措置
が講じられるので注意すること。

(7)工事内訳書 入札に当たっては、入札書記載金額の内訳として、工事内訳書を作成し、電

子入札システムの添付機能を利用して提出すること。

工事内訳書の提出が無い入札、工事内訳書に商号又は名称、代表者氏名、工

事名、工事場所の記載が無い入札、工事内訳書の合計金額と入札書の金額が

異なる入札は無効となる。

また、再度入札においても同様とする。

(8)入札辞退 入札参加申込をした後で、やむを得ない事情により入札に参加しない場合
は、次の方法により辞退届を提出すること。

①入札書受付期間前は、辞退届を業務課財務係へ持参により提出すること。
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②入札書受付期間中は、辞退届を電子入札システムにより提出すること。

③入札書受付期間後、開札日時までは、電話等で入札を辞退する旨を業務課財
務係へ連絡の上、辞退届を業務課へ持参により提出すること。　

辞退届には、「自社都合」や「社内で検討した結果」等の不明確な理由では
なく、より具体的な理由を記載すること。
なお、入札参加者は辞退届を提出した後は、これを撤回することはできな
い。

５　開札の執行

(1)開札 ①開札日時

　　令和          7          年          8          月          21          日（木）午前          9          時          15          分  

②開札場所

　　野田市水道部          2          階小会議室  

(2)開札時の立

会い

入札参加者が開札の立会いを希望する場合は、開札日前日(土･日曜日、祝日

を除く）の午後５時までに業務課財務係に電話により連絡すること。

なお、代表者又は受任者以外の者が立ち会う場合は、立会委任状を開札時に

提出すること。

(3)落札候補者 開札後速やかに落札決定基準により評価値を算出し、最も評価値の高い入

札参加者を落札候補者として決定する。なお、落札候補者となる見込みの

者にはその旨を連絡する。

ただし、低入札価格調査基準価格を下回った場合はこの限りではない。

(4) 入札参加
資格確認書

落札候補者となる見込みの者は、その旨の連絡を受けた日の翌日(土･日曜
日、祝日を除く）までに「制限付一般競争入札参加資格確認書」を業務課財
務係へ持参により提出すること。

(5)落札者の決

定

落札候補者について、「制限付一般競争入札参加資格確認書」により資格審
査を行い、入札参加資格要件に適合しているときに落札者と決定し、電子入
札システムにより落札者決定通知書を送付する。
適格者とならなかったときはその旨を通知するが、その場合は書面により説
明を求めることができる。通知日から３日以内(土･日曜日、祝日を除く）に
業務課財務係に請求すること。

６　その他

(1)予定価格
落札者の決定後に公表

(2)保証金 ①入札保証金：免除

②契約保証金：納付
契約保証金の額は、契約金額の１０分の１以上とする。ただし、低入札価格
調査基準価格を下回った金額で落札者となった場合は、１０分の３以上とす
る。
なお、次のいずれかの方法により保証をとること。

(ア)金融機関又は保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付にかえるこ
とができる。

(イ)公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は契約保証金を免除する。

(ウ)現金又は担保としての有価証券

※詳細は指示書で確認すること。

(3)前払金・中

間前払金・部分

払

①前払金
契約金額が５００万円以上（市内に本店を有する事業者にあっては、請負代
金額が２００万円以上）のとき、契約金額の４０％以内で支払うものとす
る。
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②中間前払金
以下の要件を全て満たしている場合に、契約金額の２０％以内で支払うもの
とする。
（１）当初の前払金の支払を受けていること。
（２）工期の２分の１を経過していること。
（３）工程表における工期の２分の１を経過するまでに実施すべき作業が行

われていること。
（４）工事の出来高が請負金額の２分の１以上に達していること。

③部分払

出来高の９０％（前払金を含む）以内で、契約金額が５００万円以上のとき

は２回以内とする。

※契約締結前に中間前払金と部分払のどちらかを選択し、契約締結後は変更す

ることはできない。

(4)電子くじ 落札候補者となるべき同価格の入札参加者が２者以上あるときは、電子入札

システムにより電子くじを実施する。

(5)再度入札等 ①再度入札

開札した場合において、各人の入札のうち予定価格の制限の範囲内の価格の

入札がないときは、電子入札による再度入札を行うこととし、初回の入札に

おいて有効な入札をした者に対し、再入札通知書を送付する。

なお、再度入札の回数は１回とする。

②見積り合わせ

再度入札においても予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、再

度入札で評価値が最も高い者と電子入札システムにより見積り合わせを行う

こととし、見積依頼対象者に見積依頼通知書を送付する。ただし、見積書を

徴することが適切でないと認められる場合はこの限りではない。

見積依頼対象者は、見積書提出意思がある場合は、見積書の提出を行うこと

とし、意思がない場合は、辞退届を提出すること。

見積書の提出は２回までとし、２回目の見積額でも予定価格の制限の範囲内

に達しなければ、当該入札は不調とする。

(6)低入札価格

調査制度

本入札は、地方自治法施行令第１６７条の１０第１項又は第１６７条の１０
の２第２項に規定する低入札価格調査の基準として「野田市水道事業低入札
価格調査実施要領」を適用する。なお、低入札価格調査基準価格は公表す
る。

（ア）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者がいる場合は本入札

を保留とし、入札参加者には後日結果を通知する。

（イ）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者は、最低入札者で

あっても必ずしも落札者とならない場合がある。

（ウ）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者は、事後の事情聴取

に協力すること。

（エ）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者のうち、入札書に合

わせて提出した工事内訳書にある各項目（直接工事費、共通仮設費、現

場管理費、一般管理費）の額のいずれかが「野田市水道事業低入札価格

調査実施要領」に定める失格基準価格を下回った者は失格とする。

※詳細は野田市水道部ホームページを参照すること。

[野田市役所ホームページ]→[野田市水道部]→「入札・契約情報」の

[入札に関する書類（様式）及び要綱等]→[野田市水道事業低入札価格調

査実施要領]
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(7)紙入札での

参加

①入札参加申請
紙入札業者として参加する場合の条件を満たす場合には、紙入札での参加を
認める。
その場合、入札参加申請受付期間中に「制限付一般競争入札参加申請書」及
び「紙入札方式参加届出書」を業務課財務係へ持参により提出すること。な
お、紙入札業者として入札参加申込をした後、電子入札へ切替することはで
きない。

②入札書等の提出
　紙入札業者として入札に参加することが認められた場合は、次により入札書

等を提出するものとする。
（ア）入札書及び工事内訳書を封入の上、入札書受付期間中に業務課財務係へ

持参により提出すること。
（イ）封筒表面に工事名、工事場所、入札参加者の住所、商号又は名称を記入

し、「入札書在中」と朱書きすること。
（ウ）別途指定がある場合は、それに従うこと。

(8)留意事項 ①無効な入札
（ア）入札に参加する資格を有しない者のした入札
（イ）制限付一般競争入札参加資格確認書等の提出した資料に虚偽の記載を

行った者のした入札
（ウ）明らかに連合であると認められる入札
（エ）電子認証書を不正に使用した入札
（オ）入札書の金額が０円の入札
（カ）再度入札における入札金額が、初回の最低入札金額以上の入札
（キ）工事内訳書の提出が無い入札、工事内訳書に商号又は名称、代表者氏

名、工事名、工事場所の記載が無い入札、工事内訳書の合計金額と入札
書の金額が異なる入札

（ク）期限までに制限付一般競争入札参加資格確認書を提出しなかった落札候
補者のした入札

（ケ）電子入札の案件に紙入札で参加するものにあっては、前各号のほか次の
いずれかに該当する入札
・記名押印を欠く入札
・金額を訂正した入札
・誤字、脱字等により意思表示が不明瞭な入札
・委任状にある受任者以外の代理人がした入札

（コ）その他入札に関する条件に違反した入札

②入札の取りやめ等
野田市水道部の都合により、又は入札を公正に執行することができないと認
められるときは、入札執行の延期、又は入札の執行を取りやめることがあ
る。この場合、入札参加者は異議を申し立てることはできない。

③異議申し立て

入札をした者は、入札後、設計図書等についての不明を理由として異議を申

し立てることはできない。

④配置予定技術者
制限付一般競争入札参加資格確認書に記載する配置予定技術者については、
他の入札の関連などで、複数の配置予定技術者とすることは認めない。ま
た、原則やむを得ぬ事由と水道部が認める場合以外は、配置予定技術者の変
更はできない。

⑤その他　
（ア）現場説明会は、実施しない。
（イ）入札参加者は、落札候補者となった場合に翌日までに制限付一般競争入

札参加資格確認書を提出することになるので、事前に提出書類等を準備
しておくこと。

（ウ）入札に必要な書類（指定様式）は、入札情報サービス又は野田市水道部
ホームページより入手すること。

（エ）入札参加者は、野田市電子入札約款、野田市電子入札システム等運用基
準を熟読し、入札に参加すること。

(9) 問合せ先 野田市　水道部　業務課　財務係
住　所：野田市中根３２４番地
電　話：０４－７１２４－５１４５
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入　札　説　明　書

野田市水道事業の次の工事にかかる公告に基づく制限付一般競争入札については、関係法

令等に定めるもののほか、落札者決定基準等を含めてこの入札説明書によるものとする。

１　公告日　令和7年8月1日

２　工事概要

(1)件名　　中根配水場　監視カメラ更新工事（敷地裏）

(2)場所　　野田市中根324番地　他

(3)工期　　契約の翌日から令和8年3月20日まで

(4)番号　　令和7年度　資建第18号

(5)入札方法　

本入札は、「ちば電子調達システム」を使用して、電子入札の方法により入札参加

資格の確認を開札後に行う方式（事後審査方式）で執行する。落札者の決定に当た

っては、価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札候補者を決定する総合評価

方式による。

３　落札者決定基準

(1)入札の評価に関する基準は「８　入札の評価に関する基準」のとおりとする。

(2)落札候補者の決定方法

入札参加者は「価格」及び「企業の施工能力」、「配置予定技術者の能力」、「企業の社会

性・信頼性」、「企業の社会貢献度等」をもって入札に参加し、入札価格が予定価格（消

費税相当額を除く。以下同じ）の制限の範囲内である者のうち、「(3)総合評価の方法」

によって得られた数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札候補者とする。

ただし、落札候補者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内

容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を

締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当で

あると認められるときは、予定価格の制限の範囲で入札した他の者のうち評価値の最

も高い者を落札候補者とすることがある。

落札者の決定は、落札候補者の入札参加資格審査を経て決定する。

(3)総合評価の方法

①評価値算定方式　加算方式

②評価値算定方法

入札書が無効でない者及び入札価格が予定価格の制限の範囲内にある者について、

価格評価点と技術評価点を合算して、評価値を算出するものとし、次の算式により算

定する。

評価値は、小数点以下第２位まで算出する。

評価値＝価格評価点＋技術評価点

ア．価格評価点は、入札参加者が申込みをした入札額に基づき、次の算式により算定

する。少数以下は第３位を切り捨てして少数第２位まで算出する。

価格評価点＝１００×最低入札額÷入札額

イ．技術評価点は、入札参加者の評価項目の得点とする。

技術評価点＝入札参加者の評価項目の得点

４　低入札価格調査制度における失格基準について
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入札価格が低入札価格調査基準価格を下回ったときに、入札書に合わせて提出した工

事内訳書にある各項目（直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等）の額のい

ずれかが、「野田市水道事業低入札調査実施要領」で定める額に満たないときは失格とす

る。

５　配置予定技術者について

同じ公告日の総合評価方式による制限付一般競争入札において、技術者の専任を要す

る入札案件に複数参加申込みをする場合の配置予定技術者の取扱いについては次のとお

りとする。

(1)複数の案件に申込みをするに当たり事前に提出する技術評価における資料について、

同じ配置予定技術者とすることは可能とする。

(2)入札執行後、入札執行順に落札候補者を決定し、落札候補者となった時点で同じ技術

者を配置予定技術者としているその他の入札については失格とする。（評価値の算出

はしない。）

(3)資格確認審査の結果、落札候補者が資格要件を満たしていれば落札者となるが、資格

要件を満たしていない場合は失格とする。なお、この場合上記(2)で既に失格となった

入札について、失格の取り消しはしない。

６　技術評価における資料の作成及び提出について

(1)作成方法

①下表の書類を作成し、各様式に記載してある添付資料と共に提出すること。

様式番号 様式名称

第1号様式の2 評価値算定資料提出書

第7号様式の2 企業の施工能力

第8号様式の2 配置予定技術者の能力

第 9号様式の2 企業の社会性・信頼性（その１）

第10号様式 企業の社会性・信頼性（その２）

第12号様式 企業の社会貢献度等（その２）

- 自己評価書（最終ページ参照）

※第2号様式～第 6号様式及び第11号様式の提出は不要。

②評価値算定資料は、様式番号の順番に綴じて提出すること。

③評価値算定資料は、それぞれの様式に記載してある注意事項を熟読し、記入漏れや記

載誤り等のないように作成すること。

④記載した内容を確認する書類として、それぞれの様式に記載してある証明書等を付

けること。添付資料がなく、評価内容の確認ができない場合は評価しない。

⑤必要な様式は、野田市水道部ホームページ（入札に関する書類（様式）及び要綱

等）からダウンロードして使うこと。

 (2)提出方法

①資料は、公告に設けてある締切までに提出すること。締切期限までに提出されないと

きは失格とする。

②原則として提出後の訂正、差替えはできない。

７　入札参加資格確認書の記入及び添付資料の省略

落札候補者となった者が提出する「入札参加資格確認書」において、施工実績などとし

て評定値算定資料に記載し資料も合わせて提出している場合には、入札参加資格確認書

にはその旨を記入し、添付資料等の提出は省略することができる。
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８　入札の評価に関する基準

項　　　目 選　択　区　分 配点 合計
(最高得点)

(

1
)
企
業
の
施
工
能
力

過去10年間の同種工事
の施工実績(元請による
実績)

公共工事として実績あり 4

8

公共工事以外で実績あり 2

同種工事の実績なし 0

過去2か年度以降の類似
工事における工事成績
の点数

80点以上 4

75点以上80点未満 3

70点以上75点未満 2

65点以上70点未満又は成績なし 0

65点未満 -1
過去2か年度以降の低入
札価格調査制度の適用

低入札価格調査制度で調査の結果落札者とならなかった
ことがある

-2

低入札価格調査制度で調査の結果落札者となったが､工事
成績が標準点(65点)を下回ったことがある

-1

低入札価格調査制度で調査の結果落札者となったが､工事
成績が標準点(65点)以上だったことがある､又は低入札価
格調査制度の調査対象となったことがない

0

(2
)
配
置
予
定
技
術
者
の
能

過去10年間の同種工事
における主任(監理)技
術者としての施工経験

野田市水道事業又は野田市発注の施工経験があり 4

7

野田市水道事業又は野田市以外の発注の施工経験があり 2

実績なし 0

過去2か年度以降の類似
工事において従事した
工事の工事成績

75点以上 2

65点以上75点未満又は成績なし 0

65点未満 -1

継続教育(CPD)の取組状
況

取り組みあり 1

取り組みなし 0

(

3
)
企
業
の
社
会
性･
信
頼
性

過去2年間の指名停止措
置の状況

指名停止 -4

6

文書注意等 -2

該当なし 0
ISO取得状況 ISO9000シリーズ及びISO14001の両方 2

ISO9000シリーズ又はISO14001のいずれか 1

なし 0
災害協定等の締結の有
無と過去2か年度以降に
おける出動実績

協定等に基づく出動実績あり 2

締結しているが出動実績なし 1

なし 0
建設業労働災害防止協
会の加入

加入している 1

加入していない 0
営業拠点（本店）の所
在地

野田市内に本店あり 1

野田市外に本店あり 0

(
4
)
企
業
の
社
会
貢
献
度
等

障がい者の雇用 雇用している 2

6

雇用していない 0
高年齢者の雇用 雇用の状況あり 1

雇用の状況なし 0
女性の雇用 雇用の状況あり 1

雇用の状況なし 0
過去3か年度のボランテ
ィア活動の有無

実績あり 1

実績なし 0
協力雇用主の登録の有
無

登録あり 1

登録なし 0
配点合計（最大得点） 27
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９　特別簡易型の評価項目の説明

(1)企業の施工能力

過去10年間の同種工事の施工実績(元請による実績)

・同種工事を元請けとして施工した実績(共同企業体の構成員の場合は出資比率 20%以上)により評
価する。

・1件当たり契約額 500万円以上が対象

【定義】

・過去10年間：入札公告日前の 10年間。完了日が 10年間に含まれること。

・同種工事：電気工事を同種工事とする。

・公共工事：国の各省庁、独立行政法人等(公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施

行令第1条に規定する機関及び準ずる機関)、都道府県、道路公社、まちづくり公社、政令指定都市、

市区町村、公営企業等が発注した工事とする。

過去2か年度以降の類似工事における工事成績の点数

・入札参加者の過去の工事成績(共同企業体の構成員の場合は出資比率 20%以上)の最高点により評
価する。

・野田市水道事業又は野田市が発注した工事のうち請負金額が500万円以上のものが対象

【定義】

・過去2か年度以降：令和5年4月1日から入札公告日まで。完了日がこの期間に含まれるもの。

・類似工事：建設業法で定める、電気工事を類似工事とする。よって、それらすべての工事の成績評

定点が対象となる。

・工事成績：野田市水道部工務課又は野田市総務部工事検査担当で評価した成績評定点

過去2か年度以降の低入札価格調査制度の適用

・野田市水道事業又は野田市発注工事における低入札価格調査制度の適用状況により評価する。

【定義】

・過去2か年度以降：令和5年4月1日から入札公告日まで。

・適用判断日：低入札価格調査制度の適用となった入札日が上記期間に含まれているとき。

(2)配置予定技術者の能力

過去10年間の同種工事における主任(監理)技術者としての施工経験

・同種工事を元請けの主任技術者、監理技術者として施工した経験(共同企業体の構成員の場合は出

資比率 20%以上)により評価する。
・1件当たり契約額 500万円以上が対象

【定義】

・過去10年間：入札公告日前の10年間。完了日が10年間に含まれること。

ただし、工期途中で交代した場合は、その従事期間が全体の期間の50%以上となっていること。

・同種工事：電気工事を同種工事とする。

過去2か年度以降の類似工事において従事した工事の工事成績

・配置予定技術者が、過去に従事した類似工事の工事成績(共同企業体の構成員の場合は出資比率

20%以上)の最高点により評価する。

・野田市水道事業又は野田市が発注した工事のうち請負金額が500万円以上のものが対象

【定義】

・過去2か年度以降：令和5年4月1日から入札公告日まで。完了日がこの期間に含まれるもの。

・類似工事：建設業法で定める、電気工事を類似工事とする。よって、それらすべての工事の成績評

定点が対象となる。

・工事成績：野田市水道部工務課又は野田市総務部工事検査担当で評価した成績評定点
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継続教育(CPD)の取組状況

・継続教育を実施している団体等が発行する学習履歴証明を以てこれを認めるものとする。

・当該工事に係る国家資格の継続教育に限って評価する（各団体推奨単位を取得していること）。

・証明書は、証明期間の最終日が、公告の日から遡って1年前から総合評価方式の評価項目資料の提

出期限までのものを有効とする。

・CPD(Continuing Professional Development)制度(継続能力開発制度)とは、技術者として自己の専

門的な能力の向上を図るために、自らカリキュラムに取り組み学習する制度である。

 (3)企業の社会性・信頼性

過去2年間の指名停止措置の状況

・野田市水道事業又は野田市における指名停止等の措置の有無について評価する。

【定義】

・過去2年間：入札公告日前の2年間

・適用判断日：指名停止期間のうち1日でも上記期間に含まれているとき又は文書注意日が上記期

間に含まれているとき。

・文書注意等には口頭注意を含む。

ISO取得状況

・ISO9000シリーズ及び ISO14001の取得状況を評価する。

災害協定等の締結の有無と過去2か年度以降における出動実績

・地震、風水害、その他の災害応急対策又は漏水に係る緊急時の対応に関して、野田市水道事業又は

野田市との協定又は契約の締結の有無と出動実績を評価する。

・入札公告日において締結しており、現在(評価項目資料提出期限日)も締結している場合についての
み評価する。

【定義】

・過去2か年度以降：令和5年4月1日から入札公告日まで。

建設業労働災害防止協会の加入

・建設業労働災害防止協会の加入の有無を評価する。

・入札公告年度の建設業労働災害防止協会加入証明書の写しを添付すること。

営業拠点（本店）の所在地

・営業拠点の所在地により評価する。

【定義】

・営業所や支店は含まず本店のみを対象とするが、登記上の所在地と実際の本店の所在地が異なると

きは、その相違の理由を提出すること。理由書により判断する。

(4)企業の社会貢献度等

障がい者の雇用

・現在（評価項目資料提出期限日）の障がい者の雇用の状況について評価する。なお、評価項目資料

提出後提出期限日までに雇用した場合は、提出資料の修正をする。

【定義】

・｢雇用している｣とみなすのは、「障害者雇用促進法」に定める法定雇用率に相当する数以上の障が

い者を雇用しているか、法の適用を受けない者については1人以上の障がい者を雇用していると

き。

・上記以外は｢雇用していない｣とする。
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高年齢者の雇用

・現在(評価項目資料提出期限日)の高年齢者の雇用の状況について評価する。なお、評価項目資料提

出後提出期限日までに退職等により雇用の状況が変わった場合は、提出資料の修正をする。

【定義】

・｢雇用の状況あり｣とは、高年齢者を従業員として、入札公告日の1年以上前から雇用し、現在も雇用

しているときとする。

・｢高年齢者等の雇用の安定等に関する法律｣第９条第１項に定める 65歳以上の者の雇用を評価す

る。

なお、入札公告日で満65歳以上となっていること。

・従業員：正規雇用の社員を指し、会社法に規定する役員（取締役、会計参与及び監査役をいう）は

含めない。正規雇用の社員とは、雇用期間の定めがない労働者であり、会社等が定める所定労働時

間（フルタイム）で従事する労働者とする。

女性の雇用

・現在(評価項目資料提出期限日)の女性の雇用の状況について評価する。なお、評価項目資料提出後

提出期限日までに退職等により雇用の状況が変わった場合は、提出資料の修正をする。

【定義】

・｢雇用の状況あり｣とは、女性を従業員として、入札公告日の1年以上前から雇用し、現在も雇用して

いるときとする。

・従業員：正規雇用の社員を指し、会社法に規定する役員（取締役、会計参与及び監査役をいう）は

含めない。正規雇用の社員とは、雇用期間の定めがない労働者であり、会社等が定める所定労働時

間（フルタイム）で従事する労働者とする。

過去3か年度以降のボランティア活動の有無

・ボランティア活動の有無を評価する。

【定義】

・過去3か年度：令和4年4月1日から入札公告日まで。

・ボランティア活動：公共の場において、会社として行った美化活動等を指し、会社の協賛や寄附行

為、社員個人の活動は含まない。

・実績を証明できる資料を添付すること。実績を証明できる資料とは、新聞記事、地域情報誌の写し、

感謝状、表彰状等の類、社内報告書などの活動実績が分かる書類とし、作成者は当事者、第三者の別

は問わない。ただし、実施時期、実施内容、会社名が明確であるものとする。

なお、提出された資料に虚偽が明らかとなった場合は、ペナルティーを課すことになる。

協力雇用主の登録の有無

・協力雇用主の登録の有無を評価する。

【定義】

・「登録あり」とは、入札公告日前に、協力雇用主として保護観察所に登録があり、現在（評価項目資

料提出期限日）においても登録があるときとする。なお、雇用の有無は問わない。

・協力雇用主：犯罪・非行の前歴のために定職に就くことが容易でない保護観察者等を、その事情を

理解した上で雇用し、改善更生に協力する事業主のことをいう。
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自己評価書（工事名：中根配水場　監視カメラ更新工事（敷地裏））
商号又は名称　　　　　　　　　　　　

項　　　目 選　択　区　分 配点 該当

(

1
)
企
業
の
施
工
能
力

過去10年間の同種工事
の施工実績(元請による
実績)

公共工事として実績あり 4

公共工事以外で実績あり 2

同種工事の実績なし 0

過去2か年度以降の類似
工事における工事成績
の点数

80点以上 4

75点以上80点未満 3

70点以上75点未満 2

65点以上70点未満又は成績なし 0

65点未満 -1
過去2か年度以降の低入
札価格調査制度の適用

低入札価格調査制度で調査の結果落札者とならなかったこ
とがある

-2

低入札価格調査制度で調査の結果落札者となったが､工事成
績が標準点(65点)を下回ったことがある

-1

低入札価格調査制度で調査の結果落札者となったが､工事成
績が標準点(65点)以上だったことがある､又は低入札価格
調査制度の調査対象となったことがない

0

(2
)
配
置
予
定
技
術
者
の

過去10年間の同種工事
における主任(監理)技
術者としての施工経験

野田市水道事業又は野田市発注の施工経験があり 4

野田市水道事業又は野田市以外の発注の施工経験があり 2

実績なし 0
過去2か年度以降の類似
工事において従事した
工事の工事成績

75点以上 2

65点以上75点未満又は成績なし 0

65点未満 -1
継続教育(CPD)の取組状
況

取り組みあり 1

取り組みなし 0

(

3
)
企
業
の
社
会
性･
信
頼
性

過去2年間の指名停止措
置の状況

指名停止 -4

文書注意等 -2

該当なし 0
ISO取得状況 ISO9000シリーズ及びISO14001の両方 2

ISO9000シリーズ又はISO14001のいずれか 1

なし 0
災害協定等の締結の有
無と過去2か年度以降に
おける出動実績

協定等に基づく出動実績あり 2

締結しているが出動実績なし 1

なし 0
建設業労働災害防止協
会の加入

加入している 1

加入していない 0
営業拠点（本店）の所
在地

野田市内に本店あり 1

野田市外に本店あり 0

(
4
)
企
業
の
社
会
貢
献
度
等

障がい者の雇用 雇用している 2

雇用していない 0
高年齢者の雇用 雇用の状況あり 1

雇用の状況なし 0
女性の雇用 雇用の状況あり 1

雇用の状況なし 0
過去3か年度以降のボラ
ンティア活動の有無

実績あり 1

実績なし 0
協力雇用主の登録の有
無

登録あり 1

登録なし 0
合計

※自社が該当する項目にチェックをし、その他の提出書類と併せて提出すること。
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野田市公契約条例に係る特記事項

（工事又は製造の請負の契約・総合評価入札用）

　

当該工事は、野田市公契約条例（以下「条例」という）第４条に規定する公契約に該当するため、

入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）及び水道事業との間で契約を締結した者（以下

「受注者」という。）は、入札公告から工事完了までの期間において条例に基づく必要な事務手続

を行うこと。必要な事務手続の内容は、この特記事項及び野田市公契約条例の手引（以下「手引」

という。）に定める。必要な事務手続が行われない場合、入札は無効、契約締結後であれば契約を

解除するとともに指名停止を行う。

また、受注者及び下請負者（以下「受注者等」という。）に対して、条例の効果と条例で設定して

いる賃金水準の適正性を検証するため、条例の適用を受ける労働者（以下「適用労働者」とい

う。）の賃金について、契約締結前の賃金等の状況をはじめ、契約締結後に賃金が変動した場合に

はその理由についてヒアリング等の調査を行う。受注者は調査に協力するとともに、下請負者に対

しても協力するよう周知しておくこと。

（準備）

１　当該工事の入札参加者は、工事を施工するための受注体制を構築しておくこと。当該工事の一

部を下請負者に請け負わせることを予定している者は、下請負者を含めた受注体制の構築準備

をすること。

また、下請負者になる予定の者に対して、当該工事が条例の適用を受け、賃金等の最低額が決

められていること、適用労働者の賃金の確認に必要な「賃金台帳(写)」や「給与等の支払明細書

(写)」などの資料の提出があることについて説明し、承諾を得ておくこと。

（誓約書の提出）

２　入札参加者は、条例の規定を遵守する旨を記載した「公契約条例に関する誓約書」を入札参加

申請受付期間に提出しなければならない。提出がない入札は、無効とする。

（適用労働者への周知義務）

３　受注者は、全ての適用労働者に対して、「適用労働者の範囲」、「条例第６条第１項に規定する

賃金等の最低額」、「受注者等に条例違反があり、申出をする場合の連絡先」、「その申出をしたこ

とを理由として、解雇その他不利益な取扱いを受けないこと」を書面をもって周知しなければな

らない。

書面については、水道事業が作成し受注者に配付する。受注者は、当該書面を次のいずれかの

方法により周知を行うこと。

　・現場の見やすい場所に掲示又は備付けで行うときは、現場作業に着手したとき（現場事務所

を設置したときなど）から工事完了までの期間とする。

　・適用労働者へ配付するときは、最初に現場作業に従事するときまでに行う。



（適用労働者の承諾）

４　受注者は、適用労働者に対して、支払賃金を確認するため、「賃金台帳(写)」、「給与等の支払明

細書(写)」などのほか、支払賃金の確認に必要な資料を提出することについて、承諾を得ておく

こと。

また、下請負者があるときは、下請負者に対して、同様に適用労働者へ承諾を得ておくよう指

導すること。

（配置労働者報告書）

５　受注者は、適用労働者の支払予定賃金を記入した「配置労働者報告書」、「施工体系図」、「適用

労働者への周知書類(写)」、「就業規則又は労働条件を通知した書面(写)」を業務課へ提出する

こと。

配置労働者報告書の提出には、原則として「賃金台帳(写)」、「給与等の支払明細書(写)」等の

実際に支払われた１時間当たりの賃金等が明確となる資料（以下「確認資料」という。）の提出

は不要とする。ただし、水道事業が賃金を構成する手当等の区分を確認するために、当該工事請

負契約の締結前から雇用している適用労働者の確認資料の提出を求めることがある。

受注者は、下請負者があるときは、下請負者に関する配置労働者報告書、就業規則又は労働条

件を通知した書面(写)及び確認資料についても取りまとめの上、提出すること。

受注者の配置労働者報告書は、適用労働者が現場に従事するときに合わせて提出し、下請負者

の配置労働者報告書は、受注者が施工体制台帳を提出するときに合わせて提出すること。やむを

得ない理由がある場合を除いて、指定の時期に提出がなされない場合は、契約を解除するととも

に指名停止を行う。

（労働者支払賃金報告書・職種（普通作業員）の確認書の提出）

６　受注者は、適用労働者の従事日数、従事時間、実際に支払った１時間当たりの賃金などが確認

できる資料として、労働者支払賃金報告書（以下「賃金報告書」という。）及び確認資料を業務

課へ提出すること。

　　受注者は、適用労働者が職種及び市が定める賃金等の最低額を確認した資料として、職種（普

通作業員）の確認書（以下「確認書」という。）を業務課へ提出すること。

施工期間等に応じて、水道事業が賃金報告書及び確認書の作成及び提出時期を指定する。施工

期間が１２ヶ月を超える工事及び配置労働者に変更がある工事等において、水道事業が賃金報

告書及び確認書の作成時期や提出時期を別に指示した場合は、それに従うこと。

受注者は、下請負者があるときは、下請工事ごとの施工期間等に応じて、下請負者に関する賃

金報告書及び確認資料・確認書を取りまとめの上、提出すること。

やむを得ない理由がある場合を除いて、指定の時期に必要な賃金報告書及び確認資料・確認

書の提出がなされない場合は、契約を解除するとともに指名停止を行う。

（適用労働者の申出及び不利益な取扱いの禁止）

７　適用労働者は、受注者等が条例に違反したときは、水道事業管理者又は受注者等にその旨の申

出をすることができる。受注者等は、当該申出をした適用労働者に対して解雇その他不利益な取

扱いをしてはならない。



（報告書の請求及び立入検査）

８　水道事業管理者は、条例に定める事項の遵守状況を確認するため必要があると認めるときや

適用労働者から受注者等の条例違反について申出があった場合は、報告書の請求を行う。

提出された報告書でも履行状況が確認できないときは、立入検査を行う。

報告書あるいは立入検査の結果、受注者等の条例違反が明らかになった場合は、是正措置を命

じる。

（賃金支払義務）

９　受注者等は、適用労働者に対し、市が定める賃金等の最低額以上の賃金を支払わなければなら

ない。また、下請負者から支払われる適用労働者の賃金が、賃金等の最低額を下回ったときは、

その差額分について、受注者は、下請負者と連携して支払う義務を負う。

（契約解除等）

10　受注者等が次の(1)から(6)までのいずれかに該当すると認められるときは、契約を解除する

とともに指名停止を行う。

(1)提出しなければならない配置労働者報告書、賃金報告書、確認書その他の報告書及び確認資

料が期限までに提出されないとき。

(2)提出された配置労働者報告書、賃金報告書、確認書その他の報告書及び確認資料の内容が虚

偽であったとき。

(3)立入検査を拒んだり、妨げたり、若しくは忌避したとき。

(4)立入検査で質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。

(5)是正措置の命令に従わないとき。

(6)是正措置の報告をしないとき、又は虚偽の報告をしたとき。

受注者は、上記の事由による契約の解除によって、水道事業に損害が生じたときは、その損害

を賠償しなければならない。ただし、水道事業管理者がやむを得ない事由があると認めるときは、

この限りではない。

上記の事由により契約を解除した場合において、受注者等に損害が生じても、水道事業はその

損害を賠償する責任を負わない。

上記の事由により契約を解除したとき、又は工事完了後に条例の規定に違反したことが明ら

かになったときは、指名停止を行う。

（違約金）

11　水道事業管理者は、契約期間中に受注者等が条例の規定に違反していたことが明らかになっ

たときは、契約額の 10分の 1に相当する額を違約金として請求する。

また、工事完了後に条例に違反していたことが明らかとなったときは、契約額が１億円以上の

場合は契約額の 10分の 0.5に相当する額を、５千万円以上の場合は契約額の 10分の 0.7に相当

する額を、５千万円未満の場合は契約額の 10分の 1に相当する額を違約金として請求する。

（公表）

12　契約を解除したとき、又は工事完了後に条例の規定に違反したことが判明したときは、次の事



項を公表する。

(1)契約の名称

(2)契約を締結した年月日

(3)受注者等の氏名及び所在地（法人その他の団体にあっては、名称及び代表者の氏名並びに事

務所の所在地）

(4)契約を解除した年月日及び理由

(5)工事完了後に条例の規定に違反したことが判明した場合は、その違反内容及びそれに対する

措置

（その他）

13　この特記事項及び手引に定めのない事項、又はこの契約について疑義が生じた事項について

は、必要に応じて協議して定めるものとする。



中根配水場　遠方監視装置更新工事（浄水施設）

公告日　令和 7年 8月 1日
１　工事の概要
(1)工事名 中根配水場　遠方監視装置更新工事（浄水施設）

(2)工事場所 野田市中根 324 番地　他

(3)工期 契約の翌日から令和 8年 3月 20 日まで

(4)工事番号 令和 7年度　資建第 19号

(5)概要 中根配水場
　・LCD 監視制御、データ処理装置　浄水施設追加
　・PI/O 盤　浄水施設追加
上花輪浄水場
　・情報処理装置　浄水施設追加
　・遠隔監視装置　浄水施設追加
　・統合監視装置 1,2,3 浄水施設追加
　・PI/O 盤　浄水施設追加

(6)入札方法 本入札は、「ちば電子調達システム」を使用して、電子入札の方法により入
札参加資格の確認を開札後に行う方式（事後審査方式）で執行する。

２　入札参加資格
入札に参加する資格を有する者は、この公告の日から落札者決定の日まで次の要件を全て満た

す者とする。

(1)基本的要件 ①野田市入札参加資格業者名簿（建設工事）に登載されている者

②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１
６７条の４第１項の規定に該当しない者

③政令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められた者にあっ
ては、当該事実があった日から３年を経過している者

④野田市水道事業建設工事等請負業者等指名停止措置要綱（平成５年７月２８
日制定）に基づく指名停止措置を受けていない者

⑤野田市水道事業建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１９年５月２８日制
定）に基づく指名除外を受けていない者

⑥手形交換所により取引停止処分を受けたときは、停止処分を受けてから２年
間が経過している者

⑦入札日前６月以内に手形又は小切手が不渡りとなっていない者

⑧会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用申請をしたときは、同法に
基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされている者及び民事再生法（平
成１１年法律第２２５号）の適用申請をしたときは、同法に基づく裁判所か
らの再生手続開始決定がなされている者

(2)工事種目 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により次の許可を受け
ている者

工　　種：電気工事
許可区分：一般建設業又は特定建設業

・発注者から直接工事を請け負い、そのうち下請契約の合計額が 5,000万円
（建築一式工事の場合は 8,000万円）以上となる場合は、特定建設業の許
可が必要となる（建設業法第１６条）。

野田市入札参加資格業者名簿（建設工事）に「電気工事」で登載されている
こと。

(3)総合評定値 上記の工事種目における経営事項審査の総合評定値（Ｐ点）が次の点数以上
の者（建設業法第２７条の２９第１項）

総合評定値：要件なし

(4)地域要件 千葉県内に本店又は年間代理人を置く支店がある業者
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(5)施工実績 公告日前 5年の間に国内で、上水道施設（浄水場又は配水場）の監視等の電
気設備の工事を元請として施工・完了した実績を有すること。

施工実績：      300          万円以上（契約          1          件当たり）  

(6)配置予定技

術者

工事種目において、次の資格を有する者を技術者として配置できる者

配置予定技術者：主任技術者又は監理技術者
専任：無

・公告日において３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限
る。

・発注者から直接工事を請け負い、そのうち下請契約の合計額が 5,000万円
（建築一式工事の場合は 8,000万円）以上となる場合は、監理技術者を配
置しなければならない（建設業法第２６条第２項）。

　

３　入札手続等

(1)設計図書等

の閲覧

ちば電子調達システムの入札情報サービス（以下「入札情報サービス」とい
う。）に掲載する。
（閲覧期間）　この公告の日から開札の日まで

(2)入札参加申

請

入札に参加を希望する者は、「制限付一般競争入札参加申請書」に必要事項
を記入し、ちば電子調達システムの電子入札システム（以下「電子入札シス
テム」という。）の添付機能を利用して電子ファイルで提出すること。

（入札参加申請受付期間）

令和          7          年          8          月          1          日（金）午前          8          時          30          分から  

令和          7          年          8          月          8          日（金）午後          1          時          00          分まで  

(3)競争参加資

格確認通知

入札参加申請をした者には、電子入札システムにより競争参加資格確認通知
書を送付する。
ただし、入札参加資格は開札後に審査するため、競争参加資格確認通知書が
送付された場合であっても、入札参加資格を有すると確認したものではな
い。
入札参加資格の確認は、開札終了後に落札候補者を指定して行う。

(4)質疑 設計図書等について質問がある場合は、「質疑書」（指定様式）を野田市水
道部業務課財務係へファックスで送付し、送付した旨を電話で連絡するこ
と。

① 質疑受付期限
締切日時：令和          7          年          8          月          12          日（火）午後          1          時          00          分まで  

②ファックス
　　０４      -      ７１２４      -      ３３６２  

③回答方法

質疑書の提出等があった場合に、質疑受付期限の原則翌日(土・日曜日、祝

日は除く)の午後５時までにファックスにて送付する。

※申請書に記載された担当者宛にファックスする。

(5)入札書の提

出方法

①入札書の提出
入札参加者は、電子入札システムにより、入札金額を入力し提出すること。
入札書の受付締切後は、いかなる場合においても入札書を受け付けない。ま
た、入札書を提出した後は、入札書の書換え、引換え又は撤回をすることは
できない。

（入札書受付期間）

令和          7          年          8          月          14          日（木）午前          8          時          30          分から  
令和          7          年          8          月          20          日（水）午後          5          時          00          分まで  

　
②記載金額

契約金額は、入札書に記載された額に当該金額の１００分の１０に相当する
額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額
を切り捨てた金額）とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の
１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。
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③注意事項
入札書の提出後、入札金額の入力誤り等により入札を辞退したい場合は、開
札日時までに、電話等で入札を辞退する旨を業務課財務係へ連絡の上、辞退
届を持参により提出すること。　
なお、落札決定後に当該契約を辞退する場合は、原則として、指名停止措置
が講じられるので注意すること。

(6)工事内訳書 入札に当たっては、入札書記載金額の内訳として、工事内訳書を作成し、電

子入札システムの添付機能を利用して提出すること。

工事内訳書の提出が無い入札、工事内訳書に商号又は名称、代表者氏名、工

事名、工事場所の記載が無い入札、工事内訳書の合計金額と入札書の金額が

異なる入札は無効となる。

また、再度入札においても同様とする。

(7)入札辞退 入札参加申込をした後で、やむを得ない事情により入札に参加しない場合
は、次の方法により辞退届を提出すること。

①入札書受付期間前は、辞退届を業務課財務係へ持参により提出すること。

②入札書受付期間中は、辞退届を電子入札システムにより提出すること。

③入札書受付期間後、開札日時までは、電話等で入札を辞退する旨を業務課財
務係へ連絡の上、辞退届を業務課へ持参により提出すること。　

辞退届には、「自社都合」や「社内で検討した結果」等の不明確な理由では
なく、より具体的な理由を記載すること。
なお、入札参加者は辞退届を提出した後は、これを撤回することはできな
い。

４　開札の執行

(1)開札 ①開札日時

　　令和          7          年          8          月          21          日（木）午前          9          時          30          分  

②開札場所

　　野田市水道部          2          階小会議室  

(2)開札時の立

会い

入札参加者が開札の立会いを希望する場合は、開札日前日(土･日曜日、祝日

を除く）の午後５時までに業務課財務係に電話により連絡すること。

なお、代表者又は受任者以外の者が立ち会う場合は、立会委任状を開札時に

提出すること。

(3)落札候補者 開札の結果、予定価格の範囲内で最低の入札額を提示した入札参加者を落

札候補者として決定する。なお、落札候補者にはその旨を連絡する。

ただし、低入札価格調査基準価格を下回った場合はこの限りではない。

(4) 入札参加
資格確認書

落札候補者は、その旨の連絡を受けた日の翌日(土･日曜日、祝日を除く）ま
でに「制限付一般競争入札参加資格確認書」を業務課財務係へ持参により提
出すること。

(5)落札者の決

定

落札候補者について、「制限付一般競争入札参加資格確認書」により資格審
査を行い、入札参加資格要件に適合しているときに落札者と決定し、電子入
札システムにより落札者決定通知書を送付する。
適格者とならなかったときはその旨を通知するが、その場合は書面により説
明を求めることができる。通知日から３日以内(土･日曜日、祝日を除く）に
業務課財務係に請求すること。

５　その他

(1)予定価格
落札者の決定後に公表
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(2)保証金 ①入札保証金：免除

②契約保証金：納付
契約保証金の額は、契約金額の１０分の１以上とする。ただし、低入札価格
調査基準価格を下回った金額で落札者となった場合は、１０分の３以上とす
る。
なお、次のいずれかの方法により保証をとること。

(ア)金融機関又は保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付にかえるこ
とができる。

(イ)公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は契約保証金を免除する。

(ウ)現金又は担保としての有価証券

※詳細は指示書で確認すること。

(3)前払金・中

間前払金・部分

払

①前払金
契約金額が５００万円以上（市内に本店を有する事業者にあっては、請負代
金額が２００万円以上）のとき、契約金額の４０％以内で支払うものとす
る。

②中間前払金
以下の要件を全て満たしている場合に、契約金額の２０％以内で支払うもの
とする。
（１）当初の前払金の支払を受けていること。
（２）工期の２分の１を経過していること。
（３）工程表における工期の２分の１を経過するまでに実施すべき作業が行

われていること。
（４）工事の出来高が請負金額の２分の１以上に達していること。

③部分払

出来高の９０％（前払金を含む）以内で、契約金額が５００万円以上のとき

は２回以内とする。

※契約締結前に中間前払金と部分払のどちらかを選択し、契約締結後は変更す

ることはできない。

(4)電子くじ 落札候補者となるべき同価格の入札参加者が２者以上あるときは、電子入札

システムにより電子くじを実施する。

(5)再度入札等 ①再度入札

開札した場合において、各人の入札のうち予定価格の範囲内の価格の入札が

ないときは、電子入札による再度入札を行うこととし、初回の入札において

有効な入札をした者に対し、再入札通知書を送付する。

なお、再度入札の回数は１回とする。

②見積り合わせ

再度入札においても予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、再

度入札で最低の価格で入札した者と電子入札システムにより見積り合わせを

行うこととし、見積依頼対象者に見積依頼通知書を送付する。ただし、見積

書を徴することが適切でないと認められる場合はこの限りではない。

見積依頼対象者は、見積書提出意思がある場合は、見積書の提出を行うこと

とし、意思がない場合は、辞退届を提出すること。

見積書の提出は２回までとし、２回目の見積額でも予定価格の制限の範囲内

に達しなければ、当該入札は不調とする。

(6)低入札価格

調査制度

本入札は、地方自治法施行令第１６７条の１０第１項又は第１６７条の１０
の２第２項に規定する低入札価格調査の基準として「野田市水道事業低入札
価格調査実施要領」を適用する。なお、低入札価格調査基準価格は公表す
る。

（ア）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者がいる場合は本入札
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を保留とし、入札参加者には後日結果を通知する。

（イ）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者は、最低入札者で

あっても必ずしも落札者とならない場合がある。

（ウ）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者は、事後の事情聴取

に協力すること。

（エ）低入札価格調査基準価格を下回った入札を行った者のうち、入札書に合

わせて提出した工事内訳書にある各項目（直接工事費、共通仮設費、現

場管理費、一般管理費）の額のいずれかが「野田市水道事業低入札価格

調査実施要領」に定める失格基準価格を下回った者は失格とする。

　※詳細は野田市水道部ホームページを参照すること。

[野田市役所ホームページ]→[野田市水道部]→「入札・契約情報」の

[入札に関する書類（様式）及び要綱等]→[野田市水道事業低入札価格調

査実施要領]

(7)紙入札での

参加

①入札参加申請
紙入札業者として参加する場合の条件を満たす場合には、紙入札での参加を
認める。
その場合、入札参加申請受付期間中に「制限付一般競争入札参加申請書」及
び「紙入札方式参加届出書」を業務課財務係へ持参により提出すること。な
お、紙入札業者として入札参加申込をした後、電子入札へ切替することはで
きない。

②入札書等の提出
　紙入札業者として入札に参加することが認められた場合は、次により入札書

等を提出するものとする。
（ア）入札書及び工事内訳書を封入の上、入札書受付期間中に業務課財務係へ

持参により提出すること。
（イ）封筒表面に工事名、工事場所、入札参加者の住所、商号又は名称を記入

し、「入札書在中」と朱書きすること。
（ウ）別途指定がある場合は、それに従うこと。

(8)留意事項 ①無効な入札
（ア）入札に参加する資格を有しない者のした入札
（イ）制限付一般競争入札参加資格確認書等の提出した資料に虚偽の記載を

行った者のした入札
（ウ）明らかに連合であると認められる入札
（エ）電子認証書を不正に使用した入札
（オ）入札書の金額が０円の入札
（カ）再度入札における入札金額が、初回の最低入札金額以上の入札
（キ）工事内訳書の提出が無い入札、工事内訳書に商号又は名称、代表者氏

名、工事名、工事場所の記載が無い入札、工事内訳書の合計金額と入札
書の金額が異なる入札

（ク）期限までに制限付一般競争入札参加資格確認書を提出しなかった落札候
補者のした入札

（ケ）電子入札の案件に紙入札で参加するものにあっては、前各号のほか次の
いずれかに該当する入札
・記名押印を欠く入札
・金額を訂正した入札
・誤字、脱字等により意思表示が不明瞭な入札
・委任状にある受任者以外の代理人がした入札

（コ）その他入札に関する条件に違反した入札

②入札の取りやめ等
野田市水道部の都合により、又は入札を公正に執行することができないと認
められるときは、入札執行の延期、又は入札の執行を取りやめることがあ
る。この場合、入札参加者は異議を申し立てることはできない。

③異議申し立て

入札をした者は、入札後、設計図書等についての不明を理由として異議を申

し立てることはできない。

④配置予定技術者
制限付一般競争入札参加資格確認書に記載する配置予定技術者については、
他の入札の関連などで、複数の配置予定技術者とすることは認めない。ま
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た、原則やむを得ぬ事由と水道部が認める場合以外は、配置予定技術者の変
更はできない。

⑤その他　
（ア）現場説明会は、実施しない。
（イ）入札参加者は、落札候補者となった場合に翌日までに制限付一般競争入

札参加資格確認書を提出することになるので、事前に提出書類等を準備
しておくこと。

（ウ）入札に必要な書類（指定様式）は、入札情報サービス又は野田市水道部
ホームページより入手すること。

（エ）入札参加者は、野田市電子入札約款、野田市電子入札システム等運用基
準を熟読し、入札に参加すること。

(9) 問合せ先 野田市　水道部　業務課　財務係
住　所：野田市中根３２４番地
電　話：０４－７１２４－５１４５
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